
伸び悩む生産性の現状 

労働生産性については、大企業では増加

傾向にある一方で、中規模企業や小規模事

業者ではおおむね横ばいが続いており、約

10年前と比較すると緩やかに減少していま

す。コロナ禍からの反動や需要回復による

一時的な上昇を除けば、大きな改善は見ら

れません。特に小規模事業者では、業種に

より生産性格差が顕著で、製造業や情報通

信業に比べ、サービス業・小売業では依然

として低水準が続いています。人手不足の

恒常化が続く中で、少人数で成果を出す体

制整備が急務です。 

設備投資に見る差と課題 

2023年度の中小企業の設備投資額は増加

傾向にありましたが、その内容には大きな

ばらつきがあります。大企業に比べて中小

企業は老朽更新に偏り、収益向上や競争力

強化を目的とした戦略的投資が限られてい

ます。また、資金繰りの問題や先行き不安

から投資に踏み切れない企業も多く、結果

として労働生産性の伸びを阻害しています。 

ここで重要なのが、「ものづくり補助金」

や「IT 導入補助金」といった支援策を活用

し、中長期の視点で投資計画を構築するこ

とです。 

 

デジタル化の進捗と課題 

DX への対応状況は、企業間で明確な差が

開いています。大企業や IT 関連業種では一

定の進捗がある一方、中小企業では「そも

そも何から始めて良いかわからない」とい

う声も根強く、社内の IT 人材不足や初期コ

ストへの懸念が障壁となっています。 

しかしながら、受発注業務や会計処理の

クラウド化、在庫管理の自動化といった小

規模な取り組みでも、着実な効果を上げて

いる事例が増えており、まずは「できると

ころから始める」ことが重要です。 

今求められる経営の姿勢 

生産性向上や DX は、一朝一夕で実現でき

るものではありません。重要なのは、経営

者自らが「変わる覚悟」を持ち、社員を巻き

込みながら一歩ずつ進める姿勢です。補助

金申請時の事業計画策定においても、自社

の強み・弱みを見つめ直すことが第一歩と

なります。税理士や社労士など専門家の支

援も活用しながら、単なる制度対応に終わ

らせず、企業体質そのものを変革する視点

で DX・投資戦略を立てることが、未来の競

争力に直結します。 
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中小企業白書を読み解く 

DXがもたらす変革 

人手不足の時代

なので、DX導入

は必須です！ 
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